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   本稿では，津波現地調査に利用される数値解析技術についてその現状についてまとめる．現在，世界各

地で津波が発生すると直ちに数値解析が実施され，地震が発生してから24時間以内には暫定的な結果と

して公開される．この結果が調査活動のための事前資料となる．津波に関する諸情報は数値解析結果の

みならず現地調査結果などもホームページ上で随時更新され，情報が容易に共有できるようになった．

また，津波数値解析に用いる数値モデルやその他必要な条件について概説する．さらに解析結果の応用

について，過去の津波イベントで利用した結果を例に挙げ，現在のシステムでの現状について述べる． 
 
 
１．はじめに 
 
 津波災害は前触れもなく突発的に発生する．そしてそ

の現地調査には十分に安全を確保し，復旧・救援活動に

迷惑をかけないように，できるだけ早く現地に入るのが

基本である．しかしながら，災害直後における現地から

の情報は断片的で不足しているのが常であるため，決め

られた期間において調査対象や地域を選定することが難

しく，このことが調査の正否を左右する重要な要素とな

っている． 
 1980 年代に首藤ら 1)によって確立された津波の数値解

析手法は，日本のみならず世界各地での津波予報や被害

想定に利用されるようになったが，それと同時に，津波

現地調査を効果的に行うための重要なツールの一つとな

り，現在まで活用されている．そこで本文では，津波現

地調査に利用される数値解析技術についてその現状につ

いて述べる． 

 

 

２．津波現地調査の意義 
 
 津波研究で最も大きな課題として残っているのは，海

底地震に伴い生じる津波を発生段階において予測・再現

すること，すなわち，初期波形を精度良く決定すること

である．これは，地震情報から推定できるようにはなっ

たものの，一意的に確定するには至っていない．津波初

期波形の推定には，地震情報から暫定的な断層パラメー

タを決定して津波伝播の数値解析を実施し，この結果を

現地で得られる数少ないデータと検証することによって，

試行錯誤的に得られるのが一般的である． 
 解析結果と比較するためのデータとして，潮位計によ

る水位変動の記録はその数少ない情報の一つである．こ

れは，外洋から伝播する津波そのものを捉えているとい

えるが，潮位計は設置箇所数自体が少なく，また定点観

測データであるため，解析結果の検証をこれだけにより

判断するのは不十分である．したがって，津波の規模を

知るための情報として，津波が沿岸に影響を与えた範囲

を明らかにすることが必要となる． 
 沿岸の津波の空間分布を知るための手段としては，現

地調査を実施して津波痕跡高を測定するのが一般的であ

る．すなわち，実際に津波の被害を受けた地域に赴き，

そこで津波が浸水した証拠を見つけ，高さを測定するの

である．ただし，津波痕跡高は観測地点において来襲し

た津波の水位が最も高い位置を示した値であるため，時

間的な情報はないことに注意する．よって，初期波源を

推定する場合は痕跡高と潮位記録の両方を検証データと

して使用しなければならない． 
 なお，2004年スマトラ沖地震津波のように，数多くの

目撃証言や撮影された津波来襲のビデオ映像も津波の現

象解明に重要なデータとなりうるが，津波波源の検証に

必要な定量的データであるとはいえない．また，津波は

時間や天候に関係なく発生するから，常にこのようなデ

ータが得られるとは限らない． 
 
 
３．津波現地調査に利用される数値解析法の詳細 

 
 ここでは，実際に津波現地調査の参照のために利用さ

れている数値解析について概説する．津波の数値解析に

必要となる要素は大きく分けて，津波伝播モデル，水深

データ（地形条件），さらに地震情報から推定した断層

パラメータによる津波の初期水位の設定（外力条件），

などが挙げられる．これらの各要素に関して，その特徴

や問題点について述べる． 
 
(1)数値モデル 
 津波は主に，水深数 km の海中で数十〜数百 km という

空間的広がりを持つ地盤の変動により発生するため，水

深（鉛直方向）のスケールよりも水平方向のスケールが

十分大きい波である．そのため，津波の現象の多くの部

分は長波理論式で記述することができる． 
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ここに，ηは水位，D は全水深，g は重力加速度，n は

Manning の粗度係数，M と N はそれぞれ x 方向と y 方向

の線流量である．[1]式が連続の式，[2]と[3]式がそれぞれ

x 方向，y 方向の運動量保存則を表している．これらの支

配方程式を解く手法としては，構造格子を用いた有限差

分法が使用される 2)．差分スキームは Staggered Leap-frog
法が一般的である． 
 現地調査の計画段階や，実施中での数値解析結果には

特に速報性が望まれる．そのため，暫定的な解を得るた

めに使用される数値モデルは，運動量保存則から移流項，

海底摩擦項を無視し，圧力項の D を静水深 h に近似した

線形長波理論が用いられることが多い．非線形長波理論

による解析よりは精度が劣るものの，特に計算負担の大

きい移流項を無視することによって計算時間が大幅に短

縮できる．  
 なお，2004 年スマトラ沖地震津波のように波動伝播が

地球規模に及ぶような遠地津波を扱う場合は，地球の丸

みを考慮した極座標系を使う必要があり，コリオリ力も

考慮しなければならない． 
 
(2)水深データ 
 津波数値解析での地形条件は，精度の良い結果を得る

ための重要な要素である．水深データは，研究機関によ

って既に作成・配布されているものが利用される． 
 一般的に入手可能なデータとして，米国地球物理学デ

ータセンターが配布している２分格子の水深データ，

ETOPO2 3)が広く利用されている．また，最近では１分格

子のデータとして英国海洋センターが提供している

GEBCOデジタルアトラス4)が購入可能であり，現在入手

可能な水深データの中では最も精度が良いと思われる． 
 本来，津波は沿岸に近づくにつれて伝播速度が小さく

なり，波長が短くなる．そのため，水深分布に応じて空

間格子を小さくする必要があるが，沿岸の水深データは

一般に提供されるものはほとんどないため，必要な部分

を海図などからデジタルデータを作成しなければならな

い． 
 よって，津波現地調査の事前の数値解析には，上記の

水深データを用いて外洋から沿岸までの計算を一括に実

施する．沿岸部での詳細な地形情報がない状態で計算を

実施するため，計算結果には信頼性に多少の問題がある

ことに注意する必要があるが，伝播の指向性や波高の大

きい地域など，おおまかな津波の特性は把握することが

できる． 
 
(3)外力条件（初期条件） 
 津波の発生要因の 9 割は海底地震であるので，ここで

は断層パラメータによって初期条件として水位変動を与

えることを考える．なお，他の発生要因として地滑りや

火山噴火などがあり 5)，研究レベルの範囲内でいくつか

の数値モデルも提案されているが，未だ実用化には至っ

ていない． 
 地震が発生するとまもなく，Harvard 大や東大地震研な

どの研究機関が CMT 解を公表する．それを基にして断

層パラメータを決定し，Mansinha and  Smylie 6)の方法や

Okada 7)の方法を適用して海底地盤の変動を求め，これと

海面変動が一致するとして，津波の初期波形となる．な

お，これらは地震情報から推定して設定するため，数値

解析による解は暫定的なものにすぎない．現地調査の結

果と比較することにより，より正確なパラメータに修正

される（4.(2)参照）． 
 
(4)解析結果の整理 
 数値解析を行うと大量の情報が生まれるが，コンピュ

ータのメモリの限界も考慮して必要なデータのみを出力

しなければならない．計算結果の表示としては，（i）沿

岸での最高水位分布，（ii）特定地点での水面変動およ

び流量フラックス（流速）の時刻歴，（iii）動画化，な

どが挙げられる． 
 図１はスマトラ沖地震津波の推定波源による最高水位

分布である．波源短軸方向であるインドネシア，タイ，

スリランカ，インド，モルディブに特に水位が高くなっ

ていることがわかる．これらの結果は，津波発生直後の

被災情報が不足していた段階で，現地調査の計画に非常

に有益となった． 
 また，図２は動画での津波伝播の例である．解析結果

を動画化することによって，海底地形に対する津波の伝

播・変形過程や，場所による最高水位，伝播速度の違い

が容易に理解でき，計算結果全ての情報を表示されると

いえる． 
 

 
図１ 推定津波波源による最高水位分布 

 
図２ 津波伝播の３次元表示（動画の表示例） 
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４．数値解析の実用例 
 
(1)数値解析を利用した最初の調査事例 
 数値解析結果を参照しながら現地調査を行った最初の

事例は，1992年ニカラグア地震津波である．調査に入る

前の一ヶ月間で数値解析を行い，その結果から重点的に

調査をする地域を選定した．当時，太平洋沿岸中央部に

位置するMasachapaでの被害が大きく報道されたが，数値

解析結果ではその北部で最も高い数値を出した．実際，

20km北部のEl Transitoの被災が最大であり，10mの津波

高を測定した．この場所は，現地へのアクセスがきわめ

て悪かったため，報道が全く行われていなかった．被災

地の中には情報伝達の遅い地域があり，このような場所

を予め数値解析により推定することは現地調査において

大変重要である． 

 
 

図３ 2003 年十勝沖地震情報（秋田大学より 8）） 
 

 
(2)リアルタイム津波数値解析 
 数値解析を利用することによって，現在ではさらに発

展した方法が実施されている．現地での調査結果をリア

ルタイムで数値モデルに入力し，津波の初期波形モデル

を逐次修正する方法である．この方法が最初に適用され

たイベントは 1993 年北海道南西沖地震津波である．津波

の発生直後から数値解析にとりかかり，得られた解析結

果を毎日の現地調査と比較し，調査ポイントを連絡しな

がら現地調査を進めた．その結果，計算と現地調査の違

いがより明確になり，発生モデルの解明や沿岸での津波

挙動の理解に役立った．なお，当時の連絡手段は電話や

ファクシミリであった．  
  現在では通信技術の発達により，地震の発生機構をイ

ンターネットを通じて即座に知ることが可能となった．

そのため，世界各地で津波が発生すると，各研究機関で

直ちに数値解析が実施され，地震が発生してから 24 時間

以内には暫定的な結果として各機関のホームページ上で

公開される．この結果が調査活動のための事前資料とな

っている． 

図４ 津波痕跡高調査結果（秋田大学より 8）） 
 

変動や，現地調査による津波痕跡高以外にも様々な種類

の物理データが得られていることが挙げられる．特に人

工衛星によって数多くの記録が残された．例えば，被災

地沿岸での衛星画像では，津波来襲前後の画像が記録さ

れており，これらを比較することで津波の氾濫域がかな

り高精度に特定でき，津波遡上計算での検証データとし

て用いることが期待できる．さらに，津波発生時に偶然

インド洋上空を通過中であった衛星 Jason1 は，搭載され

た海面高度計によって津波伝播時の海面変動を捉えるこ

とに成功している．図５に地震発生から２時間後の

Jason1 軌道と津波の位置関係を示す．ここで Jason1 は南

西から北東方向に向かって移動している．図６は数値解

析結果との比較であり，今回の津波で得られたデータは，

本イベントでの波源モデルの精度を検証する上で非常に

重要であるといえる．今後は，リモートセンシング技術

を利用して津波発生時や伝播途中の津波を面的に捉える

ことができれば，津波発生のメカニズム解明に大きな進

歩をもたらすであろう． 

 2003年十勝沖地震津波では，地震発生直後にウェブサ

イトを立ち上げ，数値解析結果のみならず各研究機関の

地震に関する情報や被災状況の報道に関する情報（図

３），さらに現地調査結果が随時更新された（図４）．

これは，2004年の東海道地震津波やスマトラ沖地震津波

でも同様の形式で実施され，今後も，速報性や情報を共

有する場合において最もスタンダードな方法となるであ

ろう． 
 

 

５．2004 年スマトラ沖地震津波 

 
 2004 年 12 月 26 日に発生したスマトラ沖地震津波はイ

ンド洋全域に被害が及び，犠牲者が３０万人を超える史

上最大の津波災害となった．直ちに実施された数値解析

の結果（図１）から，特に被害の大きい地域が特定され，

タイやスリランカなど現地入りが可能な国での調査計画

が行われた．従来，国際津波調査は災害発生から２週間

を目処に現地と連絡調整しながら実施している．ただし，

今回の場合は被害の甚大さ，場所によって復旧作業の速

い可能性があり，例外的に１週間を待たずに現地調査を

実施した．  

 現時点での本イベントの問題点としては，沿岸での詳

細な水深データが不足していることがある．場所によっ

ては海図が手に入らない地域もあり，デジタルデータを

作成することも困難である．今後，インド洋だけでなく

他の海域でも，巨大津波が発生する可能性のある地域に

ついて海底地形の調査を実施するプロジェクトを立ち上

げ，水深データの使用環境を整備することが重要である

といえる． 
  今回の津波の大きな特徴としては，潮位計による水位
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５．おわりに 
 
 本稿では，津波現地調査における数値解析の利用につ

いて，解析方法の概説と実際の応用について述べた．津

波数値解析技術の確立により，津波発生後に公開される

地震情報から初期波源を推定し，暫定的ではあるが，各

地における津波波高を得ることができる．これらは現地

からの情報が十分でない段階でも，現地調査の事前資料

として，大変多くの情報を我々に与えてくれる．さらに，

近年ではインターネットなどの通信技術の向上によって，

津波に関する情報が即座に集約・共有することができる

ようになり，新たな災害に対しても，この傾向はさらに

続いてゆくものと思われる． 
 スマトラ沖地震では，津波波源の検証データとして従

来得られてきた痕跡高や潮位記録以外にも，衛星画像や

津波伝播時の水位など，様々な物理データを得ることが

できた．今後，ＧＰＳ津波計などに代表される観測手法

を駆使することによって，より精度の高いデータを得る

ことが期待できる． 
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図５  Jason1 軌道と津波の位置関係 
 

 
 

図６ 海面高度計データと数値解析との比較 
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